
【令和６年度 感染症危機管理対応訓練】 

新型インフルエンザ( Ｈ ５ Ｎ Ｘ
エイチ・ファイブ・エヌ・エックス

)政府対策本部会合 

(訓練) 

 

日時：令和６年 11 月 29 日(金)８:45～８:55 

場所：官 邸 ４ 階 大 会 議 室 

 

 

議 事 次 第 

 

１．開 会 

 

２．議 事 

（１）新型インフルエンザ（ Ｈ ５ Ｎ Ｘ
エイチ・ファイブ・エヌ・エックス

）の国内発生状況 

について 

（２）基本的対処方針（案）について 

 

３．閉 会 

 

 

（配布資料） 

資料１   厚生労働省提出資料 

資料２   外務省提出資料 

資料３   基本的対処方針（案） 

訓練 
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訓練 

 

基本的対処方針（案） 
 

令 和 ６ 年 1 1 月 2 9 日 

新型インフルエンザ政府対策本部 

 

 

本方針は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平

成 24 年法律第 31 号。以下「法」という。）第 18 条

第１項に規定する基本的対処方針として、今後講ずべ

き対策を実施するに当たって準拠となるべき統一的指

針を示すものである。 

地方公共団体は、本方針に基づき、自らその区域に係

る対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該区域におい

て関係機関が実施する対策を総合的に推進する責務を

有する。また、政府は、本方針に基づき、指定行政機関、

都道府県及び指定公共機関が実施する対策に関する総

合調整を行うことができる。 

 

一 新型インフルエンザ発生の状況に関する事実 

（１）新型インフルエンザ（H5NX）の特徴 

新型インフルエンザ（H5NX）については、現時点

で、総合的なリスクを決定するための情報は限られ

ているものの、以下のような特徴がある。 

・ ヒトーヒト感染が起きていると考えられる。感染

経路は確定していないが、季節性インフルエンザ

資料３ 
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と同様であることが予想されている。重篤な呼吸

器疾患を生じさせる可能性があり、WHO において国

際保健規則（IHR）上の国際的に懸念される公衆衛

生上の緊急事態（PHEIC）に該当するとされている。 

・ 季節性インフルエンザと比べ、重症化する割合が

高い可能性が指摘されている。（なお、X 国におい

て 11 月 27 日時点で感染者 830 人、死亡者 25 人と

発表） 

 

（２）感染拡大防止のこれまでの取組 

我が国においては、11 月 18 日に、第１回関係省

庁対策会議を開催し、政府内での情報共有を行うと

ともに今後の感染拡大に備え、初動期にとるべき体

制の立ち上げや国民への情報提供について取組を

開始した。 

11 月 19 日には、国内への病原体の侵入や感染拡

大のスピードをできる限り抑えるため、水際対策強

化として、検疫措置の強化を開始した。 

11 月 25 日には、厚生科学審議会感染症部会にお

いて、新たなインフルエンザウイルス（H5NX）を新

型インフルエンザ等感染症とすべきとされたこと

を踏まえ、厚生労働大臣が新型インフルエンザ等感

染症が発生した旨の公表を行い、それを受けて、内

閣総理大臣は、政府対策本部を設置した。 
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（３）我が国における感染の状況 

千葉県において、X 国からの帰国者 1 人が、空港

検疫にて新型インフルエンザ（H5NX）感染が疑われ

た。PCR 検査を実施した結果 H5 陽性であり、検疫法

に基づき、隔離措置を施行した。11 月 28 日、国立

感染症研究所にて追加検査を実施し、H5NX 陽性の診

断が確定した。 

 

二 新型インフルエンザの対処に関する全般的な方針 

新型インフルエンザ等対策政府行動計画に基づき、

まずは新型インフルエンザ（H5NX）の特徴について国

内外の知見を収集・分析する。また、国内での感染拡

大をできる限り遅らせる観点から、水際対策を強化

するとともに、検査体制、医療提供体制の確保、ワク

チンや治療法・治療薬等の研究を進める。 

今後、更なる国内感染の拡大が見られる場合には、

重症化率や病床のひっ迫状況、国民生活や国民経済

等の状況を踏まえつつ、法に基づく各種要請等の対

応について迅速に検討し、実施する。 

こうした取組を通じて、国民生活や国民経済に与

える影響も考慮しつつ、国民の命と健康を保護する。 
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三 新型インフルエンザ対策の実施に関する重要事項 

（１）情報収集・分析 

政府は、関係機関と連携し、国内外における新型

インフルエンザウイルスの特徴や病原体の性状、

国内外での発生状況等に関する情報収集を行い、

得られた情報に基づくリスク評価を行う。 

 

（２）サーベイランス 

政府及び都道府県等は、新型インフルエンザの

患者発生動向の把握や、施設等での集団発生の把

握などの感染症サーベイランスを実施し、得られ

た情報等を踏まえたリスク評価に基づき、必要に

応じて、サーベイランスの強化を実施する。 

 

（３）情報提供・共有、リスクコミュニケーション 

① 政府及び都道府県等は、引き続き、国民に迅

速かつ的確な情報提供を行うとともに、問い合

わせに対しては、厚生労働省のコールセンター

や地方公共団体の相談窓口等において適切に対

応する。 

② 政府及び都道府県等は、住民等や、事業者に

対する職場における手洗い・咳エチケット等の

基本的な感染対策の要請等を行う。 

③ 政府及び都道府県等は、感染症は誰でも感染

する可能性があるもので、感染者やその家族、

所属機関、医療従事者等に対する偏見・差別等
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は、許されるものではないこと等についての啓

発を進める。 

 

（４）水際対策 

政府は、国内への新型インフルエンザ（H5NX）の

病原体の侵入や感染拡大のスピードをできる限り

遅らせ、国内の医療提供体制の確保等の感染症危

機に対応する準備を行う時間を確保するため、検

査や患者等の隔離、停留、待機要請等、検疫措置の

強化を行う。 

また、入国制限、感染症危険情報の発出による出

国予定者等への不要不急の渡航の中止等の注意喚

起及び必要に応じた退避勧告等について速やかに

検討し、実施する。また、在外邦人に対する支援を

行う。 

 

（５）医療提供体制等の確保 

① 政府は、新型インフルエンザ（H5NX）の診断・

治療に資する情報等の医療機関及び医療関係者

への迅速な提供を行う。 

② 都道府県等は、感染症指定医療機関での対応

に加え、流行初期医療措置協定締結医療機関に

よる医療の提供が円滑に行われるよう、準備を

進める。 

③ 政府は、検査方法を確立するとともに、早期に

検査体制の整備を行う。 
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④ 政府は、都道府県と連携し、治療薬・治療法の

研究開発の推進及び生産、配分、流通管理等を

含めた一連の取組の推進を行う。 

⑤ 政府は、国内外の機関と連携した、ワクチンの

研究開発の推進及び生産や流通、接種に必要な

体制の整備を推進する。 

⑥ 政府は、感染症対策物資等の需給状況を確認

し、必要に応じ、生産、輸入、販売等を行う事業

者への要請等を実施する 

 

（６）保健 

都道府県等は、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律に基づいた対応として、

積極的疫学調査を実施するとともに、地方衛生研

究所等において検査体制を整備する。 

また、感染症の発生初期においては、保健所等

において、患者への入院勧告・措置を中心に実施す

るとともに、今後の感染拡大を考慮し、濃厚接触者

への外出自粛要請・健康観察等を行う体制を確保

し、実施する。 

 

（７）まん延防止 

① 政府は、必要に応じ、学校・保育施設、高齢者

施設等における感染対策の実施に資する情報提

供を行うとともに、感染拡大を想定した検討や

体制の整備を進めるよう求める。 
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② 政府は、今後、必要に応じ行われることとなる

緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の実施に

備え、実施の判断基準についての検討を進める。 

 

（８）国民生活及び国民経済 

① 政府は、食料品、生活必需品等を購入する場合

の国民に対する消費者としての適切な行動の呼

びかけを行う。 

② 政府は、事業者に対し、食料品、生活必需品等

の価格高騰を防ぐことや買占め及び売惜しみを

しないことの要請を行う。 


